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１．はじめに 

東南海・南海地震は今世紀前半にも発生するおそれがあり、想定東海地震が発生し

ていない現状を考慮すると、東海地震と東南海・南海地震が連動して発生する可能性

が生じてきており、「南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ（主査：河田惠

昭関西大学教授）」において、地震・津波に対する具体的な防災対策を検討する上で、

南海トラフで想定される巨大地震を含め、これら地震の発生時期や規模が予測できる

か否かは重要な論点となっている。 
一方、想定東海地震については、監視体制が整備され、地震発生直前※１の予知の可

能性がある我が国で唯一の地震とされている。仮に、地震発生前の前兆現象として、

現行の監視体制と知見に基づき、想定東海地震の発生前に震源断層域の一部で発生す

る少しずつすべり始める現象（「前兆すべり」、「プレスリップ」、「前駆すべり」等と呼

ばれ、本報告では「前駆すべり」と言う。）が検知された場合に、引き続いて発生する

地震は想定東海地震にとどまると考えるのか、南海トラフ巨大地震につながると考え

るのかによって、直前予知がなされた際の地震防災応急対策をとるべき対象地域が変

わることになる。 
そのため、想定東海地震の前駆すべりが検知された場合に想定東海地震と連動して

地震が発生する範囲の考え方についても一定の結論を出す必要がある（東海地震対策

大綱、平成 15 年 5 月中央防災会議決定；東南海・南海地震対策大綱、平成 15 年 12 
月中央防災会議決定）。 
この報告は、南海トラフの大規模地震の規模及び発生時期の予測可能性に関する科

学的知見を収集・整理したものである。 

 
※１ ここでの直前とは 2～3 時間から 2～3 日より前のこと。 

 
南海トラフ沿いで発生する大規模な地震への対策については、地震発生の切迫性に鑑

み、東海地震への対策の検討が進められ、大規模地震対策特別措置法（昭和 53 年法律

第 73 号）の制定を経て、想定東海地震の発生前に震源断層域の一部で発生する少しず

つすべり始める現象（「前兆すべり」、「プレスリップ」、「前駆すべり」等と呼ばれ、本

報告では「前駆すべり」と言う。）を検知し、直前に警戒宣言を発することを前提とし

た各種対応を主とした対策が講じられてきた。平成 15 年には、阪神・淡路大震災等の

経験も十分に生かしたより実効性のある対策を講じるため、「東海地震対策大綱」（平成

15 年 5 月中央防災会議決定）が策定され、東海地震が直前予知できずに突発的に地震

が発生した場合の想定も含めた対策が取りまとめられた。 
この検討過程で、東南海・南海地震は今世紀前半にも発生するおそれがあり、必要な

防災対策を実施することが重要であるとの強い指摘があり、平成 13 年から中央防災会

議において対策の検討が進められ、「東南海・南海地震対策大綱」（平成 15 年 12 月中

央防災会議決定）が策定された。そして、「今後、東海地震が相当期間発生しなかった

場合には、東海地震と東南海・南海地震が連動して発生する可能性も生じてくると考え
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られるため、今後 10 年程度経過した段階で東海地震が発生していない場合には、東海

地震対策と合わせて本大綱を見直すものとする」とされた。 
このような背景のなか、現時点においても東海地震が発生していない現状に鑑み、南

海トラフ沿いで東海、東南海、南海地震が同時に発生することを想定した対策の必要性

が高まっていた。 
折しもこうした状況の下、平成 23 年 3 月に発生した東北地方太平洋沖地震は、これ

までの想定をはるかに超える巨大な地震・津波により、一度の災害で戦後最大の人命が

失われるなど、甚大な被害をもたらした。その教訓を踏まえて、南海トラフ沿いで発生

する大規模地震を対象とした具体的な対策の検討が、中央防災会議防災対策推進検討会

議の下に設置された「南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ」において進め

られることとなった。この検討を進めるにあたっては、想定する巨大地震の発生時期が

予測できるか否かが重要な論点となる。 
  地震の予測は一般的に困難との認識があり、南海トラフにおける巨大地震についても

同様ではないかなどの様々な議論があることから、南海トラフの巨大地震の発生時期の

予測可能性について、現時点における科学的知見を収集、整理することが重要である。 
 このため、南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループの下に「南海トラフ沿い

の大規模地震の予測可能性に関する調査部会」を設置し、設置趣旨を踏まえて、想定東

海地震の前駆すべりが検知された場合に想定東海地震と連動して地震が発生する範囲

の考え方や、南海トラフの大規模地震の発生時期の予測可能性について、現時点におけ

る科学的知見を収集・整理してきた。この報告書は、これらの科学的知見をとりまとめ

たものである。 
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２．東海地震対策と観測体制の現状等 

大規模地震対策特別措置法（昭和 53 年法律第 73 号）制定の背景には、その当時、

地震予知に関して科学的な検討を行うためのデータや地震発生に関する知見が十分で

はなかったものの、過去の地震の発生履歴等から駿河湾周辺で大規模な地震の発生が

切迫していると考えられていたことに加えて、観測体制の強化により何らかの前兆現

象を捉えることが可能であると考えられるという意見が多かったことから、地震予知

に対する大きな期待感があったと考えられる。 
その後の理論的な研究の進展により、観測されうる前兆現象として、地震の前に想

定される震源断層域内の一部で前駆すべりが発生し、加速して地震発生に至る可能性

が示された。現在気象庁では、このようなすべりが検知できた場合にあらかじめ想定

していた東海地震が発生するおそれがあることを地震予知情報として内閣総理大臣に

報告することとしている。これを受け、内閣総理大臣は、閣議にかけて地震災害に関

する警戒宣言を発することとなっている。 
しかし、前駆すべりが観測可能な規模で発生するかどうかは分からず、大規模な地

震の発生前に観測された例もほとんどない。また、理論的な研究においても，地震発

生前に現れる現象は、使用するモデルやパラメータ等の仮定に大きく依存することが

示されている。さらに、３．に後述するように国際的には前兆現象に基づく確実性の

高い地震発生予測は困難との認識がある。 
このような状況の中、東海地震に関する情報の発表の根拠や内容及び大規模地震対

策特別措置法で定められる警戒宣言が発表された際の地震防災応急対策の内容が、現

在の科学の実力に見合っていないという認識が強まっている。一方で、南海トラフで

想定される地震については、このまま相当期間東海地震が発生しなかった場合には、

東海地震と東南海地震・南海地震との同時発生の可能性も生じてくると考えられる。

なお、現状の観測網により検知できるプレート境界面におけるすべりの規模の下限

は、南海トラフ沿いでは陸域で Mw5～6 程度、沖合では Mw6～7 程度である。 

 

（１）東海地震対策の背景と現状 

〔大震法制定当時の主な出来事〕 
○地震予知研究計画（昭和 39 年測地学審議会建議）以降、確度の高い地震予知を目指

して地殻変動観測や地震観測、地下構造の解明、地磁気地電流の調査、地下水の調査

等の多岐にわたる調査研究が大学、試験研究機関等において実施されてきた［測地学

審議会地震火山部会, 1997a］。 
○地震予知連絡会（第 2 次地震予知計画に基づき昭和 44 年 4 月に発足）において、東

海地域の地殻水平変動データに基づき、この地域に地殻ひずみが蓄積しており、また

1854 年以降大地震が発生していなかったことから「東海地震」の発生の可能性が考

えられるとの指摘がなされ、東海地域における調査観測の重要性とともに地震予知の

必要性が認識されるようになった（昭和 44 年 11 月）［藤田・藤井, 1979］。 
○その後、北海道東部の地殻変動の進行などから大地震の発生が予想されていた根室半
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島沖で M7.4 の地震が発生し（昭和 48 年 6 月 17 日）、地震の長期予測の成功例と考

えられた［力武, 1979］。東海地域について、地震予知連絡会は根室半島沖と同様の条

件にあると考えられた東海地域を観測強化地域に指定した（昭和 49 年 2 月）［藤田・

藤井, 1979］。 
○昭和 51 年に「東海地震」の震源域が駿河湾奥に及び発生時期がある程度切迫してい

るという考えが出され、東海地域における地震防災対策整備が必要との認識が高まっ

た。また、地震予知連絡会が同年 11 月にそれまでの東海地震に関する研究成果に基

づく知見を整理した上で、発生時期を推測できる前兆現象と思われるものは見出され

ていないものの、観測体制は十分とはいえず、駿河湾周辺を含む東海地方の観測をさ

らに強化し、監視を続けていく必要があるという認識を示した。［末広・吉田, 1979］ 
○「第 3 次地震予知計画の再度一部見直しについて」（昭和 51 年測地学審議会建議）に

おいて、「東海地域における連続観測データの集中と常時監視に対応し、判定を行う

組織」の早急な確立が必要とされた［測地学審議会地震火山部会, 1997a］。 
○昭和 51 年 10 月に「地震予知に関する重要な施策について、関係行政機関相互間事務

の緊密な連絡を図るとともに、総合的かつ計画的な施策を推進するため、内閣に地震

予知推進本部を置く」ことが閣議決定された（事務局：科学技術庁）［科学技術庁, 1977］。
同本部は昭和 52 年 4 月に「東海地域の地震予知体制の整備について」を決定し、こ

れに基づき東海地域の連続観測データを気象庁へ集中する常時監視体制が構築され

るとともに、当面の措置として地震予知連絡会に「東海地域判定会」（事務局：気象

庁）を設置することとした［茂木, 2000］。 
○「第 4 次地震予知計画」（昭和 53 年 7 月測地学審議会建議）が出された当時は，駿河

湾を予想震源とするＭ8 級の海溝型巨大地震（東海地震）を想定した予知体制の整備

が推進され、かなりの確度で前兆現象を捉えられるという観測実績と技術的確信に基

づく考えが基調であった［測地学審議会地震火山部会, 1997b］。 
○予知体制の整備が進むにつれて、直前予知情報が出された場合に、これを防災に活か

すための対策を講じておくことの必要性が認識されるようになり、このための法律制

定の要請が高まってきた。このような社会的背景のもとに、大規模地震対策特別措置

法（大震法）が昭和 53 年 6 月 15 日に公布され、12 月 14 日に施行された［末広・

吉田, 1979］。 
○昭和 54 年 8 月 7 日、気象庁において「地震防災対策強化地域判定会」が発足し、東

海地域に係る大規模地震の発生のおそれに関する判定が行われることになった。これ

に伴い、地震予知連絡会「東海地域判定会」は廃止された［科学技術庁, 1980］。 

 
〔大震法制定後の研究の進展〕 
○地震発生過程を再現する岩石すべり実験により、急速なすべり（地震）の発生に先行

して前駆すべりが発生することが確認された［Ohnaka et al., 1986］。 
○地震発生過程を説明するためのモデルとして、岩石の固着面の摩擦力に着目した摩擦

構成則が提唱されている［大中・松浦, 2002; Dieterich, 1979; Ruina, 1981; Nakatani, 
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2001］。この摩擦構成則を取り入れたコンピュータシミュレーションにより、プレー

ト境界の普段強く固着している領域で、地震に先行して前駆すべりが発生することを

示す結果が得られている。この中には地震発生にむけて加速するすべりが認められる

例もある［Tse and Rice, 1986］。 
○ただし、このようなシミュレーションでは、前駆すべりの発生場所や規模、前駆すべ

りの発生から地震発生までの猶予時間については、断層形状等のモデルの立て方や摩

擦等のパラメータの設定により様々な値を取りうることから、実際の監視体制におけ

る基準となるような値を予め一意的に決めることはできていない。 
○観測・測量体制の強化によって、南海トラフ沿いのプレート境界の強く固着している

領域より深部で発生するゆっくりすべりに起因する地殻変動が観測されるようにな

った。このゆっくりすべりもシミュレーションにより再現可能となった［Kato 2003; 
Kato, 2004; Matsuzawa et al., 2010; Shibazaki et al., 2010; 弘瀬・前田, 2010］。 

○４．に後述するとおり、前駆すべりに伴う地殻変動の確実な観測事例はない。これは

前駆すべりに伴う微小な地殻変動を捉えるために必要な観測網が整備されていなか

ったことや、前駆すべりがあったとしても観測網の検知能力を下回る程度の規模であ

ったことなどが原因として考えられる。 
○３．に後述するとおり、現時点では信頼性の高い前兆現象は見つかっておらず、それ

に基づく確実性の高い地震発生予測は困難であり、地震の予測は確率論的であるべき

との国際的な認識がある。 
○４．及び６．に後述するとおり、現在の地震学の知見では東海地震に関する情報の発

表の根拠となる前駆すべりの検知に基づく地震発生予測には不確実性がある。このよ

うな地震学の現状に照らして、大規模地震対策特別措置法（昭和 53 年法律第 73 号）

の規定による警戒宣言の発表の際の地震防災応急対策の内容が、現在の科学の実力に

見合っていないという認識が強まっている。 
○また、歴史記録から、南海トラフ沿いで白鳳（天武）地震（684 年）以後に発生した

Ｍ8 級の大規模地震の多くは、潮岬の西側の領域で発生する地震、潮岬の東側の領域

で発生する地震、両域にまたがる地震（両者が同時に発生する）に大別され、それら

の震源断層域を見ると、地震が同時に発生しない場合であっても、数年以内の差でも

う一方の領域で地震が発生していることが分かっており［地震調査研究推進本部地震

調査委員会, 2013］、「東海地震」が単独で発生した例は知られていない。 
○なお、東海地震の想定震源断層域を含む駿河トラフ付近のプレート境界は、これらの

歴史地震のうち 1498 年の地震（明応東海地震）及び 1854 年の地震（安政東海地震）

の震源断層域に含まれていたことが概ね確実とされているが、1707 年の地震（宝永

地震）を始めその他の歴史地震の震源断層域に含まれていたかどうかは定かではない

［地震調査研究推進本部地震調査委員会, 2013］。 

 
〔気象庁の東海地震に係る地震予知情報に関する業務〕 
○気象庁では、地震に先行して想定震源断層域で前駆すべりが発生するというモデルに



－6－ 
 

基づき、東海地域において前駆すべりに起因すると考えられる地殻変動が検知できれ

ば、地震発生に向けて事態が進行し始めたと解釈し、当該地域であらかじめ想定して

いた地震が発生するおそれがあることを地震予知情報として内閣総理大臣に報告す

るとともに、国民に発表することとしている。 
○ただし、現状の観測網で検知可能な大きさの前駆すべりにならない場合、これに伴う

地殻変動が観測されず、地震予知情報を発表できないことがあること、また前駆すべ

りに伴う地殻変動が検知された場合でもその進行が急速な場合には、地震予知情報の

発表が地震発生に間に合わないことがあることも併せて周知している［内閣府・気象

庁, 2011］。 

 
（２）東海地震予知に係る観測及び南海トラフ周辺の観測の現状と計画 

〔地殻変動観測の現状と計画〕 
○気象庁は静岡県の協力の下、東海地域における地殻ひずみ観測を 27 か所において実

施している。また、産業技術総合研究所は、地下水、地殻ひずみ等の総合的な観測を

東海地方から四国にかけて 14 か所（平成 24 年度末には 16 か所）において実施して

いる。【図 2-1】 
○国土地理院は、GNSS 連続観測システム(GEONET : GNSS Earth Observation 

Network System)により地殻変動を観測している。【図 2-2】 
○防災科学技術研究所は、高感度地震観測網(Hi-net : High Sensitivity Seismograph 

Network Japan)により約 800 箇所において傾斜観測を実施している。【図 2-3】 
○海洋研究開発機構は地震・津波監視システム（DONET：Dense Oceanfloor Network 

system for Earthquakes and Tsunamis）により海底における地殻変動観測を 20 か

所において実施しており、平成 27 年度までにさらに 31 か所を増設する予定である。

【図 2-4】 

 
〔現在の観測網によるプレート境界のすべりの検知能力〕 
○気象庁は、東海地域の陸域では、ひずみ計の感度を考慮したプレート境界におけるす

べり現象の検知能力はモーメントマグニチュード（Mw）に換算して Mw5.0～5.5 程

度と見積もっている。このことは東海地震の想定震源断層域よりも深部のプレート境

界で発生している同程度のゆっくりすべり現象を検知できていることからも傍証さ

れている。観測点からの距離によってすべりの検知能力は低下するため、海域のすべ

りの検知能力は陸域に比べて低く、東海地震の想定震源断層域内の沖合側では Mw6.5
程度と見積もられる。【図 2-5】 

○産業技術総合研究所は、産業技術総合研究所のひずみ計の感度を考慮し、東海地域以

西の南海トラフ沿いの陸域では、プレート境界におけるすべり現象の検知能力は

Mw5.5～6.0 程度と見積もっている。ただし、南海トラフ沿いのプレート境界は沖合

側に広く、プレート境界におけるすべり現象の検知能力は沖合では Mw6～7 程度とな

る［小泉・他, 2012］。【図 2-6】 
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○国土地理院は、GEONET によるプレート境界におけるすべり現象の検知能力は、検

知能力が高い海岸線沿いの深さ 20km 前後の場所で Mw 6.0 前後、検知能力が低いト

ラフ軸付近や内陸の深さ 50km より深い場所で Mw 7.0 程度と見積もっている。【図

2-7】 
○長期的な変化を観測する場合には GEONET が有利であり、短期的な異常を捉えるに

はひずみ計や傾斜計が有利である。 
○防災科学技術研究所の高感度地震観測網による傾斜観測では、南海トラフ沿いのプレ

ート境界におけるすべり現象の検知能力は Mw 6.0 程度と見積もられる。【図 2-8】 

 
（３）東海地震対策大綱及び東南海・南海地震対策大綱の見直し 

○「東海地震対策大綱」（平成 15 年 5 月中央防災会議決定）では、「本大綱は、いつ発

生してもおかしくない東海地震を対象にしているものであるが、今後、相当期間同地

震が発生しなかった場合には、東南海地震等との連動の可能性も生じてくると考えら

れる。また、東海地震が単独で発生した場合も、今世紀前半にも東南海地震等が発生

する可能性が指摘されている。そのため、特に予防的対策については、東海地震だけ

でなく東南海地震等の発生も考慮して行う必要がある。」とされ、「また、今後、相当

期間が経過し、東南海地震等との連動が危惧されるに至った場合には、本大綱を抜本

的に見直すものとする。」とされている。 
○「東南海・南海地震対策大綱」（平成 15 年 12 月中央防災会議決定）では、「今後、

東海地震が相当期間発生しなかった場合には、東海地震と東南海・南海地震が連動し

て発生する可能性も生じてくると考えられるため、今後 10 年程度経過した段階で東

海地震が発生していない場合には、東海地震対策と合わせて本大綱を見直すものとす

る。」とされている。 
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３．地震発生予測に対する国際的な認識と取り組み 

2009 年にイタリアのラクイラで発生した地震を契機として、イタリア政府が国際地

震予測委員会を組織し、地震の短期予測※２に関する知見を整理するとともに、確率を

用いた地震動の予測や大地震の有力な前兆現象を活用するためのガイドラインについ

て検討した。また同委員会の報告概要は国際地震学及び地球内部物理学協会

（IASPEI）の総会での承認を受けて、現在の地震学界における国際的な共通認識を

示した。上記委員会の報告では，確実性の高い地震発生予測に用いることができる前

兆現象は見つかっていないため、前駆すべりに基づき地震の発生時期や場所・規模を

狭く特定する決定論的な地震発生予測は一般には困難であるとし、予測には確率が用

いられるべきであるという見解が表明されている。 
なお、上記委員会の報告では、現在、多くの国で短期予測の方法は開発中であると

している。アメリカ西海岸やトルコの一部地域では、これまでに短期予測を目指した

集中的な観測が行われた例があるが、まだ確実な予測の成功事例はない。それに加え、

日本の東海地域も短期予測を検証する場所として見なされている。 
電磁気学的な予測研究については、国際測地学・地球物理学連合（IUGG）のワー

キンググループを中心に国際的な研究が進められており、統計的に有意な結果が得ら

れているものの、発生場所及び規模の予測に不確実性がある。 

 
※２ ここでの地震の短期予測とは、2 ～3 か月以内に発生する地震について予測

すること。 

 
（１）2009 年イタリア・ラクイラの地震と実用的地震発生予測に関する国際委員会報告

［Jordan et al., 2011］ 

〔背景〕 
○2009 年 4 月 6 日にラクイラ地震（Mw6.3）が発生し、死者約 300 名、全半壊 20,000

棟、避難 65,000 人の被害となった。 
○地震発生前に、地元の研究者がラドン観測に基づいて発表した「地震予知」による混

乱が起き、それに対し政府市民安全局(DPC)が「大地震発生の可能性は低い」との情

報を 3 月 31 日に出した。しかしその 6 日後に上記の地震及びそれに伴う大災害が発

生したため、市民らがイタリア地震学者ら 7 名を提訴した※。 
※2012 年 10 月 22 日に一審で 7 名に禁固 6 年の判決が出された。 

 
〔委員会の組織とそのミッション〕 
○イタリア政府の要請により、地震発生予測に関して広範な経験を有する中国、フラン

ス、ドイツ、ギリシャ、イタリア、日本、ロシア、イギリス、アメリカの地球物理学

者から構成される「市民保護のための国際地震予測委員会」が組織された。 
○地震の短期予測に関する知見の整理、大規模地震の地震ハザード確率評価の利用、大

地震の有力な前兆現象を活用するためのガイドラインを提示した。 
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〔報告書の位置づけ〕 
○地震発生予測の国際的な現状認識を整理してイタリア政府市民安全局に報告された

ものである。なお、国際地震学及び地球内部物理学協会（IASPEI）の総会は報告書

を支持した［IASPEI, 2011］。現時点での国際的な共通認識となっている。 

 
〔報告書における予測可能性に関する見解〕 
○地震の発生を警告できるほどに確実性の高い前兆現象は見つかっていないため、前兆

現象に基づいて発生時期や場所・規模を狭く特定する決定論的な手法による予測は一

般には困難であるとし、確率論的予測が用いられるべきであるという見解を表明して

いる。 

 
〔実用的地震発生予測についての各国の取り組みに関する報告〕 
中国 
○中国では、地質や歴史地震の研究と、地殻変動や宏観異常等の観測に基づく予測を行

っている。1975 年海城地震（M7.3）では、活発な前震活動があったことから地震前

に住民が避難して被害を大きく軽減した。ただし、公式な情報が発表されたかどうか

については疑問があり［Wang et al.,2006］、またその後の地震の予測においてもこの

ような経験的な予測手法による同様な成功例はない。 
○1976 年唐山地震（M7.8）では、海城地震と同じように観測を行っていたものの、直

前の地震活動がなかったため経験的手法による予測は失敗した。 
○地震発生予測の難しさに直面し、観測データによる地震の理解を進めている。 

ギリシャ 

○国の機関である地震防災計画機構（EPPO）が、地震対策の基本方針の調整、地震の

予測の評価を行っている。 
○1980 年代から VAN グループの研究者により電磁気学的な手法を用いた予測が頻繁

に行われ、公式な評価がなされないまま国内外のメディアにより伝えられるなど注目

されたことを受け、これにより生じる社会的問題に対応するため、1992 年に EPPO
のもとに科学的地震災害・リスク評価委員会が設置された。なお、電磁気学的な手法

を用いた予測はこの委員会に報告されず評価を受けていないままである※。 
※当初、VAN グループの研究者はＭ5 以上の先行現象を観測した場合に、政府等にファックスを

送るという方法を採用していたが、「受け取った／受け取らない」というような科学とは関係の無

い問題を引き起こした事から、近年はタイムスタンプがはっきりしているコーネル大学の arXiv 

(http://arxiv.org/) に論文という形で情報を公開している。予測情報公表の問題の困難さをギリシ

ャの例は示している。 

○地震発生予測を行う公式な仕組みは無い。 

イタリア 

○地震活動や地震発生可能性、地震波エネルギー伝播を考慮した長期的な地震ハザード
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マップを国立地球物理火山学研究所（INGV）が作成している。 
○数か月以内の短期的な予測のための手順は確立されていない。 

ロシア 

○地震発生予測手法の開発研究がロシア科学アカデミーを中心に盛んに行われている。

特に数カ月から数年程度の中期的な予測が重点的に取り組まれている。 
○中期的な予測に基づく地震発生の見込みに関する情報が法律に則ったルートで政府

に伝えられる。 
○地震活動の観測に基づく予測手法を用いて、クロノスコイ地震（1997 年）の 16 か月

前、シムシル島地震（2006 年）の 49 か月前に予測が出され、予測した地域に地震が

発生した。これらの予測に基づき緊急事態省は予防的措置を講じた。 
アメリカ 

○連邦レベルでは、地震発生予測の実用的利用のための手順は確立に至っていない。 
○カリフォルニアでは 3 日間の地震発生確率を評価する短期予測が試行されていたが、

予測手法や伝達の手順は決まっていなかった。 
 

〔諸国の地震発生予測の実験的取り組み〕 
○アメリカ太平洋岸にあるサンアンドレアス断層沿いのパークフィールドでは、1984
年から地震を予測する実験が始められ、米国地質調査所は、1857 年から 1966 年にか

けてＭ6 程度の地震が 6 回発生しているという過去の地震履歴に基づき、95%の信頼

水準で 1993 年 1 月までに次のＭ6 程度の地震が発生すると予測した。しかし、次の

Ｍ6 の地震は予測された期間よりも 10 年以上後の 2004 年に発生した。短期予測のた

めの集中的な観測が行われたが、先行現象は観測されなかった。 
○トルコ北部にある北アナトリア断層帯西端のムドゥルヌ谷では、Ｍ6 程度の地震が 15
～21 年間隔で発生していると推定され、1967 年以降同程度の規模の地震は発生して

いなかったことから地震の発生が差し迫っているとして、1984 年に地震発生予測研

究のプロジェクトが始められた。規模の予測の幅は非常に大きかった（5.1≦Ｍ≦7.2）。
ところが、結果としてこの地域は、1999 年のイズミット地震（Ｍ7.4）の震源断層域

となり、期間についても規模についても予測は外れた。また、短期予測も実現しなか

った。 
○日本の東海地域も、上述のパークフィールドや北アナトリア断層と同様、短期予測を

検証する場所と見なされているが、まだ地震は発生していない。 

 
（２）その他の試み 

〔電磁気的な先行現象を用いた短期予測の試み〕 
○電磁気学的な先行現象を用いて地震発生の短期・直前予測を行おうという試みがここ

30 年ほど、ロシア、中国、ギリシャ、日本、台湾、イタリア、インド等でなされて

おり、2001 年以降は、IUGG のワーキンググループ(EMSEV：Electromagnetic 
Studies of Earthquakes and Volcanoes) を中心に国際的な研究が進められている。
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これまでに地震と先行現象との間係について、査読誌で統計的有意性が明確に示さ

れている観測結果のほとんどは、事例収集が容易な電離層観測や衛星観測関係［Liu 

et al., 2000; Fujiwara et al., 2004; Liu et al., 2006; Moriya et al., 2010; Le et al., 
2011］であったが、地磁気変化についても地上観測で初めて 10 年以上の観測結果を

解析し、有意性が示された［Hattori et al., 2012］。 
○ギリシャの VAN グループは地震と地電流異常との間の相関を主張しているが、十分

な統計的記述がなされているとは言えない。ただ、最近日本のグループが M3 クラ

スの地震ではあるが、神津島の観測点から 20km 以内で発生した地震と地震に先行

する地電流の異常変化について、極めて有意性の高い事例を発表した［Orihara et al., 
2012］。 

○大地震発生数日前に GPS 観測による電離層全電子数（TEC）の異常が観測されたと

いう報告が多数なされており、統計的にも有意性が報告されている。また、フラン

スの地震電磁気観測衛星（DEMETER）のデータを世界中の 9,000 個以上の地震に

ついて解析することにより、地震の数時間前に電離層上部で観測された VLF 帯（解

析に用いられている周波数は約 1.7kHz）の電波強度が有意に低下していたことが示

されている［Němec et al., 2009］。 
○地震現象がなぜ前駆的に電離層にまで影響を与えるのかについて、いくつかの仮説

（電気的結合、化学的結合、力学的結合）が提唱されているが、決定的なものは存

在しない［Kamogawa, 2006］。 
○近年、地震に先行すると主張されている電磁気学的変化が、実は後述する臨界状態に

おける地震発生のトリガーとなっていた可能性が指摘されている。例えば、旧ソビ

エトが実施していた大地への大電流注入実験で明確に地震が誘発された事例が存在

する［Tarasov, 1997; Tarasov and Tarasova, 2004］。 
○電磁気学的な先行現象を用いた短期予測の試みの課題は、異常と地震との間の時間

的・空間的相関は認められるものの、マグニチュードと先行現象の強度等の関係は

必ずしも明らかになっていない点である。 

 
〔地震を臨界現象として扱うことによる予測の試み〕 
○ここ 10 年ほど地震活動を、震源断層域周辺の応力の状態が臨界に達した時に生じる

臨界現象として扱おうという機運が広がっており、地震活動等から何らかの相関距

離が伸びる（長距離相関）という現象を抽出することで、臨界に近づいたかを判断

できる可能性が指摘されている［Shebalin et al., 2004; Varotsos et al., 2011］。 
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４．地震の前駆すべりと考えられた事例等 

地震の短期予測の可能性に関する知見として、地震発生直前の前駆すべりと考えら

れた事例を中心に関連する観測事例を収集・整理した。 
前駆すべりと推測される観測事例はあるものの、前駆すべりを捉えるための十分な

観測網がある地域は限られており、確実な観測事例はない。 
1944 年東南海地震直前に前兆的な地殻変動が観測されていたという考え方もあっ

たが、その後のデータ解析や現在の震源物理の知見からは、この変化を前駆すべりに

よるものとするには疑わしい点があり、現存のデータで確定的な結論を得ることは困

難である。 
一方、このような直前の前駆すべりとは異なり、プレート境界のゆっくりすべりや

周辺で発生した地震の余効すべりに伴って発生する地震があることが知られている。

 
 地震発生直前の前駆すべりを捉えるための観測網を有する地域はあまり多くないが、前

駆すべりを捉えたと考えられた事例をいくつか挙げる。なお、平成 23 年（2011 年）東北

地方太平洋沖地震に関連する観測事例は、以下とは別に５．にまとめる。 

 
〔1944 年東南海地震直前の地殻変動〕 
○当時測量を実施していた陸地測量部の測量班の手記によると、地震発生直前に行われ

た測量で、700m の区間に対して 4mm の異常な往復差が 2 区間連続して観測されて

おり、地震発生の 3 日前頃から掛川付近で南上がりの傾斜変化が加速していたという

解釈があった［茂木, 1982; Mogi, 1984］。【図 4-1】 
○しかし、その後この手記の再検討が行われ、データ解析による知見から、4mm 超の

異常な往復差が地震直前以外にも見られるため測量誤差の可能性があることや、傾斜

変化が生じたことを認めたとしてもデータは連続的な加速を必ずしも示していない

こと、傾斜変化が本物だとしてもプレート境界のすべりとしては解釈が困難で、地殻

内の断層運動によるものだった可能性があることが指摘されている［鷺谷, 2004］。 
○傾斜変化が本物で、前駆すべりによるものだったとすると、紀伊半島沖の震源（破壊

開始点）から約 200km 離れた掛川で前駆すべりが発生したことになり、震源物理の

知見から説明が困難との指摘がある［鷺谷, 2004］。 
○地震発生サイクルのシミュレーションでは、すべりの加速が複数の場所から始まって、

そのうちのいずれか最初に最も加速したところが最終的な破壊開始位置になるとい

う場合があり、このように破壊開始位置と離れた場所でのすべりの加速が起こる場合

もあり得る。 

 
〔1946 年南海地震前の地殻変動〕 
○1946 年南海地震前に温泉の水位や湧水量の低下があったこと、また、太平洋沿岸部

の浅い地下水の水位低下が、井戸枯れとして見られたことが報告されている［水路局、

1948； 重富・他, 2005］。これらの地下水変化を説明するための仮説として、広範囲
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に地震前に地殻変動が生じたことが考えられる［京都大学防災研究所地震予知研究セ

ンター, 2005ab］。変動は小規模であったが、局所的には大きいところもあったかも

しれない。 
○当時の検潮記録について、潮汐と気圧の影響を補正したうえで 2 つの検潮所間の潮位

差をとる相対的な補正法を用いて、南海地震発生前における検潮所間の上下方向の相

対的な地殻変動を検討することにより、南海地震の 2～3 日前から紀伊半島東側にあ

る浦神の潮位が上昇していたことが指摘されている。この潮位変化が南海地震の前兆

的地殻変動を示していると断定するには証拠が十分とは言えないものの、浦神沖にお

いてプレート境界上ですべりが生じたとしても説明可能であることが指摘されてい

る［小林・他, 2002］。ただし、紀伊半島の東岸と西岸では潮位の変動が違い、潮位の

差をとる場合は、地殻変動がなくとも同程度の変化が生じる場合があるので注意が必

要である。 

 
〔1960 年チリ地震（Mw9.5）直前のゆっくりしたひずみ変化〕 
○1960 年チリ地震（Mw9.5）の約 15 分前に、アメリカカリフォルニア州パサデナの長

周期ひずみ地震計で周期 300 秒から 600 秒の長周期の波が観測された。この波源とし

て本震断層の深部延長で発生したゆっくりすべりが考えられ、このすべりが前震を励

起し、さらに本震に至った可能性が指摘されている［Kanamori and Cipar , 1974］。 
○長周期地震計のデータを用いた自由振動の解析［Cifuentes and Silver, 1989］や、海

水面変動に基づく近地上下変動の解析［Linde and Silver, 1989］からも、本震前に

ゆっくりすべりが発生していたことが示唆されている。 

 
〔南アフリカ大深度鉱山内で地震直前に震源極近傍で観測されたひずみ記録〕 
○南アフリカの金鉱山内にひずみ計を設置し、掘削に伴って発生する地震の前に、震源

極近傍で明瞭なひずみ変化を捉えた。ただし、より大きな地震に対して先行するひず

み変化が観測されなかった例も多数確認されている。【図 4-2】 

 
 その他、プレート境界のゆっくりすべりに伴う地震活動として以下の例を挙げる。これ

に関しても、平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震に関連する観測事例は、以下と

は別に５．にまとめる。 

 
〔2001 年 7 月 7 日ペルーの地震（6 月 24 日の Mw8.4 の地震の最大余震）前に GPS で観

測された地殻変動〕 
○2001 年 7 月 7 日ペルーの地震（Mw7.6）の約 18 時間前から、GPS で前駆的な地殻

変動を観測した。この地殻変動はプレート境界のすべりに調和的で、前駆すべりであ

る可能性が指摘されている。しかし、このすべりの規模は Mw7.8 程度と推定され、

地震の規模より大きいことから、前駆すべりと整理するのは適切でないと考えられる。

なお、この地震は、6 月 24 日の地震（Mw8.4）を本震とする最大余震である。本震
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前には前駆的な地殻変動は観測されなかった［Melbourne and Webb, 2002］。【図 4-3】 

 
〔2004 年 11 月 29 日の釧路沖地震前に見られた平成 15 年（2003 年）十勝沖地震の余効

変動の拡大〕 
○小繰り返し地震や GPS データの解析により、平成 15 年（2003 年）十勝沖地震の余

効すべり域が東に拡大し、釧路沖の地震（M7.1）の発生を促したことが指摘されてい

る。十勝沖地震とその後の余効すべりが釧路沖地震（M7.1）の発生に与えた影響を、

応力変化の推定により評価すると、余効すべりの影響の方が 4 倍以上大きかったとい

う指摘もある［Murakami et al., 2006; Uchida et al., 2009］。 

 
〔2011 年 10 月～11 月の房総半島沖のゆっくりすべり〕 
○2011 年 10 月から 11 月にかけて、房総半島南東部付近で群発地震の活動があり、プ

レート境界のゆっくりすべりによると見られる地殻変動が国土地理院のGEONETや

防災科学技術研究所の Hi-net の高感度加速度計で観測された。傾斜変化の時間推移

から推定されるゆっくりすべりの発生域の移動と、群発地震の発生域の移動は良く対

応する。相似地震より求めた平均積算すべり量の推移と傾斜変化の推移は、相似地震

がゆっくりすべりの主要部分で発生したことを示唆している［防災科学技術研究所, 
2011b; 国土地理院, 2011b］。 

○房総半島南東部付近の陸のプレートとフィリピン海プレートの境界では、2011 年 10
月から 11月にかけて観測されたように群発地震を伴うゆっくりすべりが 5～7年間隔

で繰り返し発生している。過去の群発地震の発生域がほぼ重なることは、ゆっくりす

べりが毎回房総沖のほぼ同じ場所で発生しており、それによって、毎回地震が誘発さ

れるとすることで説明可能である［防災科学技術研究所, 2011b］。 

 
〔2014 年イキケ地震前に見られた地震活動〕 
○2014 年 4 月 2 日にチリ北部沿岸で発生した M8.2 の地震（イキケ地震）に先立って、

同年 1 月上旬以降、本震の震源断層域周辺で小繰り返し地震を含むいくつかのまとま

った地震活動が発生しており、3 月中旬以降に発生した活動域がゆっくりと移動し、

最終的には 3月 22日から 25日にかけて本震の震源に向かって移動していたことが確

認された。これらの地震活動域のゆっくりとした移動や小繰り返し地震の発生は、本

震の震源断層域周辺でゆっくりすべりが進行していたことを示唆している［Kato and 
Nakagawa, 2014］。 
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５．平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震から得られた科学的知見 

東北地方太平洋沖地震で見られたとされる前兆的な異常に関する知見を収集・整理

した。 
東北地方太平洋沖地震発生前にはこの地域において Mw9.0 の地震が発生するとは

考えられていなかった。また、東北地方太平洋沖地震発生の直前には、加速するよう

な明瞭な前駆すべりは観測されなかった。 
しかし、地震発生前※３の観測データを整理すると、地震発生の可能性が相対的に高

まっていることを示す複数の解析結果が得られている。ただし、これらの結果から地

震の規模や発生時期との定量的な関係は必ずしも見いだせていない。 
※３ ここでは数十年前から見られている現象を含む。 

 
 

 平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震発生前の観測データを整理することにより得

られた地震発生の可能性が高まっていることを示すと考えられる解析結果を以下に挙げる。 

（１）地震活動の変化 

〔静穏化〕 
○本震発生の 4～23 年前から震源断層域の深部や北部の他、西南日本を含む日本全国

で静穏化がみられた。ただし、静穏化が本震まで継続していなかったという報告もあ

る［気象庁, 2008ab, 2009; Katsumata, 2011; 統計数理研究所, 2011b; 吉川, 2011; 吉
川・林元, 2012］。 

○データの処理方法や解析手法の違いによって静穏化域や静穏化の期間は異なってく

る。 
○また、東北日本の深さ 60km 以浅で発生したＭ3.0 以上の地震について、静穏化と活

発化の双方を含む時空間的に異常な地震活動の空間分布とその移動パターンを解析

したところ、2000 年から 2011 年の本震発生まで、異常な地震活動を示す領域が本震

の震央付近に向かって移動していたとする報告もある［Kawamura et al., 2013］。 

 
〔地球潮汐と地震活動の相関〕 
○本震発生の約 10 年前から、最大前震（M7.3）及び・本震の震源付近の深さ 70km 以

浅での中規模 Mw5.0 以上の地震の発生に地球潮汐との強い相関がみられていた［田

中, 2011; Tanaka, 2012］。 
○より規模の小さな地震まで含めて M3.0 以上の全ての深さの地震について、発震機構

を考慮せずに地震発生頻度と潮汐との相関を分析すると、それらの間の相関は偶然高

くなり得ることも報告されている［Wang and Shearer, 2015］。 

 
〔b 値〕 
○遅くとも 2005 年頃から b 値が低下し始め、さらに本震の約 1 ヶ月前からの前震活

動期で急降下した。空間的には低 b 値域と本震で大きくすべった領域には相関がある
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ようにみえる［弘瀬・前田, 2011; Nanjo et al., 2012; Torman et al., 2015］。 
○なお、推定された b 値を用いて地震の規模別頻度分布を外挿することにより推定され

る大規模地震の発生の可能性が、本震の震央付近で本震発生前の約 3 ヶ月間、それ以

前に比べて高まっていたことも報告されている[Tormann et al., 2016］。 

 
補足：東北地方太平洋沖地震後の b 値の変化について、地震発生前の状態に戻っている

ことからいつまた巨大地震が起きても不思議ではなく地震発生はランダムに近いと

の主張がある[Torman et al., 2015］が、これに対して、本震による応力降下量は十分

大きく本震前の応力状態に戻るには数百年程度が必要であることや、b 値の変化は地

震発生場所や発震機構解の時間変化を反映しているのではないかとの指摘がなされ

ている[Bürgmann et al., 2016］。 

 
 〔前震〕 

○本震発生の約 1 ヶ月前から本震破壊開始点の北東側で群発的な前震活動が 2 回あっ

た。これらの地震の活動域が本震の震源に向けてゆっくり拡大している様子が観測さ

れた［Kato et al., 2012］。 
○今回の本震が発生した領域は同規模の地震が続けて起こりやすい領域であった［地震

調査研究推進本部地震調査委員会, 1998］ため顕著な前震活動がみられたと考えられ

る。前震の統計解析に基づいた予測モデルによれば、最大前震（M7.3）が発生した時

点（本震の約 2 日前）付近では、M7.3 以上の地震が４日以内に発生する確率が約

20-30％であったという報告がある。しかし、ここでは M7.3 以上の地震が発生する

と予測しているだけであって、M9.0 そのものの発生を予測していたわけではない

［Maeda, 1996; Ogata et al., 1996; 前田・弘瀬, 2011; 統計数理研究所, 2011a; 
Maeda and Hirose, 2012］。 

○なお、例えば日本の内陸域で、M5.0 以上の地震が発生した場合、それを上まわるマ

グニチュードの地震が最大半径 50 km 以内で 30 日以内に発生する確率は 3％程度で

あり、そのほとんどは 5 日以内に発生している。一方、平常時では日本の内陸域にお

いてM5.0以上の地震が半径 50 km以内で 5日以内に発生する確率は 0.16%程度であ

る（M5.0 以上の地震は 1970～2010 年に内陸（37 万㎢）の深さ 30 km 以浅で 222
個。ただし、群発活動が活発な伊豆半島東方沖から伊豆諸島にかけての領域は除く）。

このことから、大きな地震が起きた直後はより大きな地震が普段より起こりやすくな

っているといえる［明田川・福満, 2011］。 
○また、東北地方太平洋沖地震の他にも、1999 年から 2011 年 1 月 1 日までに太平洋北

部のプレート境界で発生した M6.5 以上の地震の多くについて、本震前に震央付近で

数日から数ヶ月間の加速的な地震活動の高まりがみられたことが報告されている

［Bouchon et al., 2013］。その他、南カリフォルニアで過去 19 年間に発生した M2.0
以上の地震について、前震活動の時空間的特長を、本震からの距離に対する地震数及

び本震からの平均距離の逆数を用いて抽出したところ、空間的に本震に近いほど前震
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活動は活発であり、時間的に本震に近いほど前震は本震の近くで発生する傾向がある

ことが報告されている。この特徴を考慮した予測モデルでは、過去 19 年間に発生し

た M6.0 以上の本震 6 回のうち 5 回を予測しうる結果が得られているが、これらの本

震前の期間以外にも予測確率が高くなる時期はあるため、包括的な予測の有効性につ

いては更なる検証が必要とされている［Lippiello et al., 2012］。 

 
 〔小繰り返し地震〕 

○小繰り返し地震の震源と大きな地震の主破壊域は相補関係にある。実際に 1994 年の

三陸はるか沖地震のすべり量が大きかった場所と、2003 年の十勝沖のすべり量が大

きかった場所は、小繰り返し地震が発生しておらず、発生領域を棲み分けしているよ

うに見える。東北地方太平洋沖地震ですべり量が大きかった領域でも小繰り返し地震

が発生しておらず、固着していた可能性が高い［東北大学大学院理学研究科, 2011a; 
Uchida and Matsuzawa, 2013］。 

○小繰り返し地震の解析により本震前後にプレート間のゆっくりすべりに変化があっ

たことが示されている。例えば、本震のすべり量が比較的大きかった領域の一部では、

本震の約3年前から本震直前にかけて顕著な小繰り返し地震の発生頻度の増加が見ら

れており、ゆっくりすべりによるすべり量が増加していたことが示唆される［Uchida 
and Matsuzawa, 2013］。 

○また、小繰り返し地震を用いたゆっくりすべりの時空間発展の解析により、本震の震

源周辺では、2010 年後半より震源のやや北を基点としてゆっくりすべりが加速しは

じめ，活動が徐々に南下して最終的に 3 月 9 日の最大前震（M7.3）及び本震に繋が

ったとする報告もある［野村・他, 2013］。 
○なお、本震のすべり量が比較的大きかった領域の周辺では、本震後の余効変動に対応

する小繰り返し地震の増加が見られた。この傾向は、本震のすべり量が比較的大きか

った領域から離れるにつれて緩やかになったり、数ヶ月遅れて見られるようになり、

余効変動の周囲への伝播を反映していることを示唆している［Uchida and 
Matsuzawa, 2013］。 

○1984年から2011年までに北海道から北関東にかけて太平洋沖のプレート境界で発生

した小繰り返し地震の解析や同地域の地殻変動観測結果からプレート境界のゆっく

りすべりの速度がプレート境界の広い範囲で周期を持って変化していることが見出

され、この速度が増加している期間に規模の大きな地震が発生する傾向があり、東北

地方太平洋沖地震の発生もこの期間に含まれていたことが報告されている［Uchida 
et al., 2016］。 

 
 〔低周波微動〕 

○東北地方太平洋沖地震の震央付近に複数設置されていた海底地震計のうち海溝軸寄

りの観測点で 3 日以上の継続時間を持つノイズレベルの増加が、海底圧力計のデータ

から示唆される本震前のゆっくりすべりの発生［Ito et al., 2012］と同時期に３回観
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測された。同様の現象は、同じく海底圧力計のデータから示唆される 2008 年 11 月の

ゆっくりすべりの直前にも一度観測されていた。観測されたノイズは 5-8Hz の低周波

に富み、その増加はゆっくりすべりに伴う小規模な低周波微動によることを示唆する。

ノイズレベルの増加がプレート境界で発生する低周波微動によるものとすると、その

発生位置は東北地方太平洋沖地震で大きなすべりが生じた領域内のプレート境界浅

部に推定される［Ito et al., 2015］。 

 
〔その他の地震活動〕 
○地震活動が他の地震の余震とそれ以外の非地震性の載荷に伴う地震に分類されると

いう考えに基づいて、プレート間のゆっくりすべり等による非地震性の載荷に伴う地

震発生頻度の高まりを抽出すると、2011 年 1 月中旬から 2 月中旬にかけて本震の震

央付近でゆっくりすべりに起因すると考えられる小規模・短期間（20km・240 日程

度）の地震発生頻度の高まりが抽出された。同様（20km・40 日程度）の地震発生頻

度の高まりは東北地方太平洋沖では他の期間にもしばしば見られ、プレート境界浅部

で発生しやすい。なお、大規模・長期間（80km・100 日程度）の発生頻度の高まり

の多くは、福島県沖から茨城県のプレート境界深部で見られ、プレート間の固着が弱

い領域で発生していることや、小繰り返し地震の解析や同地域の地殻変動観測結果か

ら推定されるゆっくりすべりの速度変化の周期［Uchida and Matsuzawa, 2013］と

同程度の周期で発生していることが指摘されている。これらの結果からは地震活動の

解析がゆっくりすべりの検出に役立つ可能性が示唆される［Marsan et al., 2013］。 

 
（２）地殻変動 

 〔長期的変動〕 
○本震発生の数年前から福島県沖では、M7 クラスの地震の余効変動としては通常と異

なった地殻変動が観測されていた。これは広範囲でプレート間の固着の程度が弱まっ

ていた（ゆっくりすべりが大きくなっていた）ことを示唆している［気象研究所, 2011; 
国土地理院 , 2011a; 西村 , 2011; Suito et al., 2011; Ozawa et al., 2012; 
Mavrommatis et al., 2014;］。 

○海溝軸近傍の変位をゼロに拘束せずに固着の程度を推定すると、地震時のすべり量が

大きかった宮城県沖の海溝軸近傍では、1997 年以降すべての期間でプレート間が強

くの固着が大きかっしていたと仮定しても陸上の GPS データを説明できることがわ

かった［海上保安庁, 2011; 気象研究所, 2011; 国土地理院, 2011a; 西村, 2011, 2012; 
Suito et al., 2011; Ozawa et al., 2012］。 

○1996 年 3 月から 2011 年 3 月 8 日までの GEONET による地殻変動データから Mw6
～8 の地震やその余効変動の影響、年周変化を取り除き、2002 年以前のデータから推

定したトレンドとの差をプレート間のすべりによるものとして解析すると、宮城沖か

ら福島沖のプレート間の深部側で Mw7.7 に相当するすべり量の増加が推定される

［Yokota and Koketsu., 20145］。 
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○GPS／音響測距結合方式による本震前 9 年間の宮城沖と福島沖の海底地殻変動の観

測結果は、2007 年頃からの宮城県沖のプレート間の固着が 2005 年宮城沖地震(M7.2)
以前より弱かったこと、また福島県沖のプレート間の固着が宮城県沖よりかなり弱か

ったことを示している［海上保安庁, 2011; Sato et al., 2013］。 

 
補足：東北地方太平洋沖地震の発生直後の数年間にその震源断層域上で観測された海底

地殻変動は、プレート境界の余効すべりだけでは説明できず、マントルの粘弾性変形

を考慮する必要があることが報告されている［Sun et al., 2014］。また、このような

マントルの粘弾性変形を考慮したモデルにより地震発生直後の余効変動における粘

弾性変形の効果を検討したところ、Mw8.0 を超える大規模な地震の発生直後には粘

弾性変形の影響により陸域と海溝軸付近で逆向きの地殻変動が生じるとともに震源

断層域の陸側端周辺で沈降が生じること、また粘弾性変形の影響の大きさは沈み込む

海洋プレートの厚さや粘性係数等の条件に依存するものの Mw7.5 以上の地震の余効

変動においては粘弾性変形の効果が無視できない可能性があることが報告されてい

る［Sun and Wang, 2015］。 

 
 〔短期的変動〕 

○震源に近い位置にある海底圧力計で、本震の 1 ヶ月前ぐらいからゆっくりすべりによ

るものと考えられる海底の昇降変化が観測された。同様の変化は 2008 年 11 月にも観

測されていた。陸上でも東北大の金華山の体積ひずみ計で海底圧力変化に同期した変

化が観測されたとの報告がある［Ito et al., 2012］。陸上の GPS データ及び傾斜デー

タでは事前の変化は観測されなかった（国土地理院, 2011a; 防災科学技術研究所, 
2011a）。 

○本震の 2 日前に発生した前震後に余効すべりが発生し、本震の破壊開始点に向けて拡

大していった。ただし加速的な変化は見られなかった［東北大学大学院理学研究科, 
2011b］。海底圧力計のデータから潮汐や気圧変化による地殻変動以外の要因による変

動を除去することにより、震央付近の海底上下変動の時系列がノイズレベル 2～4cm
で得られた。このデータには 3 月 9 日の最大前震の後に変化が見られるが、この変化

を余効変動として対数関数でフィッティングして差し引いたデータからは、本震前に

ノイズレベル以上の変化を見出すことは出来なかった。ノイズレベルに相当するプレ

ート間のすべりの検知限界は、すべりが本震の震源付近で発生した場合には Mw6.2、
すべりが震源直近の海溝軸付近で発生した場合には Mw6.0 程度であった［Hino et al., 
2013］。 

 
補足：海底圧力計や陸域の地殻変動観測により検出されたゆっくりすべりについては、

以下のように、地震活動の変化からも同じゆっくりすべりに起因すると考えられる変

化が検出されていることが報告されているものがあり、地震活動の観測からもゆっく

りすべりに関連する情報が得られる可能性が示唆されている。 
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○本震前約 1ヶ月間及び 2008年 11月に海底圧力計で検出されたゆっくりすべり［Ito et 
al., 2012］と同時期に、海底地震計で低周波微動によると考えられる低周波に富むノ

イズの増加が観測された［Ito et al., 2015］。本震前約 1 ヶ月間には、群発的な前震活

動の活動域が本震の震源に向けてゆっくり拡大している様子が観測された［Kato et 
al., 2012］ 

○小繰り返し地震の解析により検出されたゆっくりすべりの速度の周期的な変化は、陸

域の地殻変動観測データとも整合的である［Uchida et al., 2016］。また、地震活動の

解析からも同程度の周期の変化が検出されている［Marsan et al., 2013］。 
○海底圧力計や陸域の地殻変動観測により検出された 3月 9日の最大前震後のゆっくり

すべり［Hino et al., 2013］は、小繰り返し地震の増加としても捉えられている。ま

た、同時期に群発的な前震活動の活動域が本震の震源に向けてゆっくり拡大している

様子も観測された［Kato et al., 2012］。 

 
 

（３）電離層及び大気圏関係の現象 

○電離層全電子数（TEC）を含む複数の要素で本震の数日から数十分前に変化が報告さ

れている［日置, 2011; Heki, 2011; Ouzounov et al., 2011; He et al., 2012］。 
○電離層全電子数（TEC）に関して、ただし、これは GNSS によって得られる視線方

向に積分した全電子量(Slant Total Electron Content: STEC)を解析した結果［日置, 
2011; Heki, 2011］については、衛星の視線方向では仰角の変化で STEC の値が U 字

型に大きく変化し、その補正に任意性が出てしまうためという指摘や、あるいは、宇

宙天気に起因する、たとえば津波による海面変動がもたらした電離層擾乱による見か

けの変動にすぎないという考え方もある［Kakinami et al., 2012］。 
○衛星高度の影響を受けにくい鉛直方向の全電子量(VTEC)の解析により、東北地方太

平洋沖地震を含む近年の Mw8.2～9.2 の 8 事例で、地震発生の 25～80 分前に同じよ

うな変化が検出されることが報告されており、Mw8.5 以上の地震については電離層

擾乱により検出が妨げられた 2005 年スマトラ島沖地震（Mw8.6）を除く全 5 事例で

変化が検出されている。同様の変化は、宇宙天気に起因して地震とは無関係にしばし

ば発生しており、ある観測点の 3 週間のデータから推定される 1 時間あたりの同程度

の変化の発生率は 0.1 程度である。が、しかし、Mw8.5 以上の５全ての事例で地震前

1.5 時間に同様の変化が偶然検出される確率は(1.5×0.1)5 と十分小さいため、これら

の地震の前に、このような効用の変化が検出されたことは偶然とは考えにくいことが

指摘されている［Heki and Enomoto, 2015］。 

 
○地球大気上層部から宇宙へ放射される赤外線領域のエネルギー（Outgoing 

Long-range Radiation, OLR）が震源断層域付近で数日前から顕著な異常を示してい

たという報告が NASA を中心としたグループから報告されている［Ouzounov et al., 
2011］。ただし、統計的有意性は示されていない。 
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（４）地下水の変化 

○本震の約 3 か月前から、震央の北西 155km の地点にある深さ 2000m の井戸で、水位

が 10ｍ以上、水温が１℃～２℃低下していたことが報告されている。本震発生前 3.5
年間のデータの中で、水位と水温の以上な変化が同時に見られたのは、本震発生直前

の約 3 ヶ月間のみであり、潮汐や気圧変化、降水の影響は普段から見られなかった。

この他、この付近の沿岸で本震の 1 か月前から井戸水が汲み上がらなくなったことが

報告されている。観測された水位や水温の異常は、プレート境界での東北地方太平洋

沖地震の前駆的なゆっくりすべりに伴う岩盤中の圧力低下により、新たに地下水の通

り道が出来たことに起因する可能性が指摘されている［Orihara et al., 2014］。また、

その後行われた追加調査により、本震前に日常的な使用が確認された三陸地方の 16
地点の井戸について聞き取り調査を行った結果、気仙沼市の１地点で時期は不明だが

本震前に井戸水の濁りがあったという証言が得られたこと、また他の 15 地点につい

ては本震前の異常に関する証言は得られなかったことが報告されている［織原・鴨川., 
2016］。 
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６．地震モデルとシミュレーションから得られた科学的知見 

地震の予測可能性に関わる地震モデルやそれに基づくシミュレーション研究の知見

を収集・整理した。 
地震モデルは、震源断層域に破壊単位※４がどのように配置しているかという点で 2

つの極端な場合に分けて考えることができる。一方は破壊単位がただひとつ存在する

という単純なモデル（固有地震モデル）、もう一方は大小さまざまな破壊単位が存在す

るという複雑なモデル（階層的不均質モデル）である。単純なモデルでは前駆すべり

が現れ、複雑なモデルでは前駆すべりは必ずしも現れない。また、単純なモデルでは

発生する地震の規模は予測できるが、複雑なモデルでは確率論的要素の影響もあり確

度の高い予測は困難である。現実の震源断層域の複雑さについて定量的な見積もりが

できていないため、前駆すべりの検知可能性や規模の予測可能性は評価できていない。

地震モデルやそれに基づくシミュレーション研究によると、過去の地震活動や各種

観測データと矛盾しないように地震発生サイクルを再現し、どのような前駆すべりが

発生するかを検討することは可能である。ただし、過去の地震履歴に関する情報は十

分には得られていないため、前駆すべりや引き続き発生する地震の規模について確度

の高い予測は困難である。 
また、複雑さを考慮したシミュレーションでは、地震前の前駆すべりと考えられる

現象が発生しても必ずしも地震が発生しないこともあり、地震発生に至る過程が多様

であることが示されている。 
シミュレーションでは、前駆すべりのほか、震源近傍でのゆっくりすべり、前震と

その余効すべり、近傍で発生した地震の余効すべり等の地震発生時期と関係する現象

が観測されうることが示されている。これらのすべりの発生中など、プレート間の固

着状態に普段と異なる変化が観測されている時期には、不確実ではあるが、地震が発

生する危険性が普段よりも高まっている状態にあると考えられる。 
※４ 面的な広がりを持つ震源断層域内の領域で、その内部で破壊条件が一定とみ

なせる場所を、ここでは破壊単位と呼ぶ。破壊単位には様々な大きさがあり得、

また、大きな破壊単位は、それよりも小さな破壊単位を内包することもある。 

 
【委員に改訂を依頼】 

 
（１）地震モデルによる前駆すべりの検知可能性の違い 

〔前駆すべりについて〕 
○前駆すべりは、理論的には、すべり領域を広げるのに必要な破壊エネルギー（仮定す

るモデルによっては破壊に伴うすべり量を規定する長さパラメータ（Dc）で表される

こともある）に応じた規模で発生する［大中・松浦, 2002; Scholz, 2002］。破壊エネ

ルギーは破壊単位の大きさに依存し、破壊単位が大きいほど破壊エネルギーも大きい

と考えられる。 
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〔地震モデルと前駆すべりの検知可能性〕 
○固有地震モデル：地震の震源断層域全体が一定の破壊エネルギーを持つとする極端に

単純なモデル。このようなモデルでは、大規模な地震の前に検知可能な規模の前駆す

べりが発生する可能性がある。 
○階層的不均質モデル：震源断層域全体が空間的な階層構造を持ち、さまざまな大きさ

の破壊単位がべき分布※に従って存在するような極端に複雑なモデル［Ide and Aochi, 
2005］。このモデルでは、破壊エネルギーが小さい場所から始まった地震が動的に連

鎖して拡大した結果として大規模な地震が発生することが予想される。前駆すべりの

規模は、最初の破壊の規模に依存し、最初の破壊が非常に小さい場合には、前駆すべ

りは必ずしも発生するとは言えず、発生したとしてもその規模は非常に小さい。 
※どの大きさを見ても、それよりも一回り小さなものが一定の比率で多く存在してい

て、特徴的な大きさがない分布。 
○地表に露出した断層帯の位置、形状の観察では、異なる長さの断層が多数入れ子にな

っているという観察例もある［Swanson, 2006］。【図 6-1】このことは、震源断層域

が複雑な構造を持つことを示唆すると考えられる。 
○規模の異なるいくつかの地震について地震波形の最初の部分を比較すると、ほとんど

同じように見える。この観察は、これらの地震が同程度の小さな破壊単位から動的に

連鎖して拡大したことを示唆しており、階層的不均質モデルに調和的である［Ide and 
Aochi, 2005］。 

○実際の地震は、2 つの極端なモデル（固有地震モデルと階層的不均質モデル）の間に

あると考えられる。ただし、どちらにどの程度近いかという定量的な議論はできてい

ないため、前駆すべりの検知可能性は評価できていない。【図 6-2】 

 
（２）シミュレーションから見た予測可能性 

〔地震発生時期と関係する現象〕 
○加速する前駆すべり：南海トラフのようにプレート間の固着が強い状況を再現した上

で、これまでの南海トラフ沿いの観測事実に即して本震よりも一回り小さな部分的破

壊が生じないということを仮定すると、加速する前駆すべりが発生する結果が得られ

る［Hori, 2006; 弘瀬・前田, 2010］。ただし、規模については、現状では評価できて

いない。このため、シミュレーションから見ても、前駆すべりを確実に観察できると

は言えない。 
○震源近傍でのゆっくりすべり、前震活動、前震とその余効すべり：階層的な破壊単位

の分布とプレート間の固着が弱い条件を仮定すると、本震前に期待される現象として

定性的には再現可能である。プレート境界の強く固着している領域より深部で繰り返

し発生するゆっくりすべりを再現するシミュレーションでは、大規模な地震の発生が

近づくにつれてゆっくりすべりの規模や繰り返し間隔が変化する可能性が示されて

いる［Matsuzawa et al., 2010; Ariyoshi et al., 2012］。 
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○近傍で発生した地震の余効すべり：南海トラフ全域で地震が起こらず途中で破壊が停

止した場合（例：1944 東南海地震）、その周辺で発生する余効すべりの起こり方によ

って、南海トラフ沿いで次に発生する地震（例：1946 南海地震）までの発生間隔が

異なることがある。 

 
〔大地震発生に至る多様さ〕 
○階層的不均質モデルを仮定したシミュレーションでは、地震発生前にゆっくりすべり

を伴う場合、伴わない場合があり、またゆっくりすべりが伴う場合でもそれが加速し

て地震に至る場合や加速することなく大地震に至る場合等のように、大地震発生に至

る多様さが示されている。このため、地震前に観測された現象から一対一の対応関係

で大地震を予測することは極めて困難であると言える。 
○例えば、東海及び豊後水道のゆっくりすべりの繰り返しを再現するシミュレーション

の例では、紀伊半島沖で前駆すべりが発生する結果も得られているが、仮定するパラ

メータの値によっては豊後水道のゆっくりすべりが加速してゆっくりすべりの縁付

近から破壊が開始する場合がある。また、ゆっくりすべりが大地震に至らない場合も

ある。なお、この例では、シミュレーションを行ったパラメータ範囲では、東海地震

は単独では起きなかった［弘瀬・前田, 2010］。 
○実際にゆっくりすべりを観測した場合に、それが地震につながる前駆すべりであるの

か、地震につながらないゆっくりすべりであるかを識別することは困難である。 

 
〔シミュレーションによる予測可能性〕 
○プレート境界のすべりをシミュレーションするためには、シミュレーションモデルに

プレート間の摩擦構成則等のパラメータを与える必要があるが、これらのパラメータ

を正確に与えることは不可能であり、シミュレーションの結果にはモデルの不完全性

による誤差が含まれていることに留意する必要がある。 
○シミュレーションにより精度の高い予測を行うには、過去の断層すべり履歴を正確に

記述できる必要があるが、現状では過去の履歴に関しての情報は十分に得られていな

い。このため精度の高い予測は難しいが、様々な条件の下でのシミュレーションから、

過去の履歴に関する情報と矛盾しないものを絞り込み、起こり得るシナリオを網羅的

に示すことはできる。 
○ただし、複雑さを考慮したシミュレーションでは、地震前の前駆すべりと考えられる

現象が発生しても必ずしも地震が発生しないというように、地震発生に至る過程が多

様であることが示されている。従って、前駆すべりから規模や発生時期を特定して次

の地震を予測することは難しい。 
○シミュレーションでは、前駆すべりのほか、震源近傍でのゆっくりすべり、前震とそ

の余効すべり、近傍で発生した地震の余効すべり等の地震発生時期と関係する現象が

観測されうることが示されている。ゆっくりすべりの発生中など、プレート間の固着

状態に普段と異なる変化が観測されている時期には、不確実性は伴うものの、それ以
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外の期間に比べて地震が発生する危険性が普段よりも高まっている状態にあると考

えられる。 

 
（３）地震の規模の予測 

○固有地震モデルでは地震の規模をあらかじめ推定することが可能だが、断層が階層的

不均質を持つモデルでは、地震の規模が大きくなるかどうかは、断層の破壊が動的に

連鎖する確率で決まるため、地震の最終的な規模をあらかじめ推定することは困難で

ある。 
○長期的な過去の履歴に関しての情報が十分に得られていないためシミュレーション

による精度の高い予測は困難だが、地震の規模についても、得られたシナリオの中か

ら起こり得る範囲を示すことはできる。 
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７．南海トラフ沿いの大規模地震の規模と発生時期の予測可能性に関する科学的知見  

以上の知見を踏まえ、南海トラフ沿いの大規模地震の規模と発生時期の予測可能性

に関する科学的知見を整理した。 
南海トラフ沿いのプレート境界において発生した過去の大規模地震には多様性が認

められ、震源断層域が広がる範囲、すなわち地震の規模は確率的にしか評価できない

と考えられる。このため、その範囲を事前に高い確度で示すことは極めて難しい。し

かし過去の地震の発生履歴を考慮すると、豊後水道付近から紀伊半島沖付近までの領

域及び紀伊半島沖付近から遠州灘もしくは駿河湾までの領域を震源断層域として同時

に、もしくは時間差を持って発生するなど様々な場合が考えられる。 
日本海溝と南海トラフの沈み込み帯を比較すれば、南海トラフのほうが、単純な固

有地震モデルではないが、相対的には固有地震モデルに近いと考えられる。すなわち、

南海トラフ沿いの地震では、日本海溝沿いの地震に比べて、現状の観測技術で検知し

得る前駆すべりが生じる可能性が相対的に高いと考えられる。しかし、南海トラフに

ついても破壊単位が複数あると考えられ、規模や発生時期に関する確度の高い予測は

難しく、検知限界を下回るすべりからいきなり地震に発展することや、あるいは検知

されたとしても地震が発生しないことがあり得る。 
現在の科学的知見からは地震の規模や発生時期を高い確度で予測することは困難で

ある。一方、観測データの変化に基づいてプレート境界のすべり等の固着状態の変化

が検知できれば、不確実性は伴うものの地震発生の危険性が相対的に高まっていると

いうことは言及できそうである。このようなプレート間の固着状態変化の典型例であ

るゆっくりすべりは、過去には、継続時間のごく短いものから 5～6 年にわたり観測

されたものまである。 

 
（１）規模の予測可能性 

○過去の地震の発生履歴からは、南海トラフ沿いの大規模地震の震源断層域の東端は駿

河湾、西端は豊後水道付近と考えられる【図 7-1】。また、過去の地震は、豊後水道付

近から紀伊半島沖付近までの領域及び紀伊半島沖付近から遠州灘もしくは駿河湾ま

での領域をそれぞれ震源断層域として地震が発生し、それらが同時あるいは 2 年程度

までの時間差をもって発生するというように多様性を持つ［南海トラフの巨大地震モ

デル検討会, 2011］。 
○なお、駿河湾周辺を震源断層域とする東海地震が単独で発生した事例は知られていな

い。また、現時点での気象研究所のシミュレーションモデルでは、東海及び豊後水道

のゆっくりすべりの繰り返しは再現されるが、東海地震が単独で発生するシナリオは

得られていない［弘瀬・前田, 2010］。 
○南海トラフ沿いのプレート境界は、地震の発生数が少なく、大きな破壊単位の存在が

想起される一方で、日本海溝沿いのプレート境界ではＭ7 級までの様々な大きさの地

震がかなりの頻度で発生していることから、南海トラフ沿いのほうが日本海溝沿いよ

りは、単純な固有地震モデルではないが相対的により固有地震モデルに近いと考えら
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れる。しかし，近年の調査により、南海トラフの過去の大規模地震においても、多様

な断層運動が起きたことが推定されつつあり、破壊単位が複数あると考えられ、極め

て単純な「固有地震モデル」の適用は難しい。このような場合には確率論的要素等の

影響があり、確度の高い予測は難しい。 
○６．で示したように、実際の地震が 2 つの極端なモデルのどちらにどの程度近いかと

いう定量的な議論はできていない。このため南海トラフにおいても、前駆すべりの検

知可能性は評価できていない。 
○６．で示したように、シミュレーションにより精度の高い予測を行うには、過去の断

層すべり履歴を正確に記述できる必要があるが、現状では過去の履歴に関しての情報

は十分に得られていない。このため、南海トラフ沿いのある震源断層域で地震が発生

した場合、別の震源断層域でも地震が発生する可能性はあるが、どの程度の時間差で

発生するかを予測することは困難である。 
○南海トラフの巨大地震モデル検討会［2012b］では、日向灘の南部に海嶺が存在する

ことから、この部位を震源断層域を分ける領域として整理したが、2007 年のソロモ

ン諸島の地震のように、構造不均質を越えて震源断層域が広がった例もある［Miyagi 
et al., 2009］。日向灘周辺のプレート境界がどういう性質をもっているか不明なため、

モデル化が困難で、シミュレーションからは本当に構造不均質を超えて破壊が広がる

かどうかは分からない。 
○地震時に複数の領域が連動するかどうかは確率的に表現することが適切であるが、現

在の科学では観測データからその確率を見積もることは困難である。 
○これらのことから、仮に想定東海地震の震源断層域で前駆すべりが検知できた場合、

どの程度の規模の地震まで成長するのか（日向灘まで連動するのか否か）を予測する

ことは困難であると考えられる。 

 
（２）発生時期の予測可能性 

○４．で示したように、1944 年東南海地震直前に観測された前兆的な地殻変動が前駆

すべりに該当するものという考え方もあったが、その後のデータ解析や震源物理の知

見から、前駆すべりによるものと解釈するのは困難であり、現存のデータで確定的な

結論を得ることは困難である。 
○これまでに前駆すべりが発生したと広く認められている事例はほとんどないが、プレ

ート境界のうち固着していると考えられる領域でゆっくりすべりが発生しているこ

とが地殻変動等の観測で確認された場合、過去の観測事実と矛盾しないシミュレーシ

ョンのシナリオを考慮すると、それが前駆すべりである可能性がある。前駆すべりが

シミュレーションの結果に見られるように加速する場合にはその加速の状況が継続

する場合の地震発生の時期を予想することはできるが、必ずしもそのような加速があ

らわれるとは限らない。また、ゆっくりすべりやその加速が地震に至らないこともあ

ることから、一般には地殻変動観測により捉えたゆっくりすべりに基づいて地震の規

模や発生時期を高い確度で予測することは困難と考えるべきである。また、発生時期
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を予測するその他の手法は現時点で見出されていない。 
○南海トラフ沿いのプレート境界における地震の発生状況は、東北地方太平洋沖に比べ

ると、単純な固有地震モデルではないが、相対的には固有地震により近い地震モデル

を南海トラフに適用できることを示唆している。この仮定が正しいならば、南海トラ

フ沿いで観測可能な規模の前駆すべりが発生する可能性は東北地方太平洋沖よりも

相対的に高い。 
○現在の観測体制では、例えば東海地域の陸域で Mw5.0～5.5 程度のプレート間すべり

があれば検知でき、南海トラフ沿いのその他の陸域で Mw5.5～6.0 程度のすべりを検

知する能力がある。 
○紀伊半島沖や豊後水道のゆっくりすべりが加速して大規模な地震に至る場合もある

ことが、シミュレーションから一つのシナリオとして示されている。しかし、現状の

観測点配置によるこの地域におけるゆっくりすべりの検知能力は上述のとおり東海

地域に比べて低い。ひずみ計等の地殻変動の観測点を増やすことにより検知能力の向

上が期待できる。 
○東北地方太平洋沖地震の知見から考えると、本震の発生前に長期的変化が現れる可能

性がある。例えば、ゆっくりすべりの発生や活動変化、地震活動の静穏化、地球潮汐

と地震活動の相関の高まり、b 値の減少等の長期的変化が現れる可能性がある。【図

7-2】これらの項目を総合的に監視することで、地震前の中・長期的な異常を捉えら

れるかもしれない。ただし、南海トラフ沿いで観測される地震は数が少ないため、仮

に地震活動の静穏化等の変化があったとしても、現状の観測体制ではその検知は困難

である。 
○DONET の整備が進められておりにより、従来捉えられていなかった海底下の微小地

震活動も捉えられるようになりつつある。 
○５．で示したように、地震計や海底圧力計の観測の進展により、ゆっくりすべりに関

連する情報が得られることが分かってきた。 
○GPS／音響測距結合方式による海底地殻変動観測により、南海トラフ沿いのプレート

間の固着状態が明らかになってきている［Yokota et al., 2016］。 
○６．で示したように、前駆すべりのほか、震源近傍でのゆっくりすべり、前震とその

余効すべり、近傍で発生した地震の余効すべりの地震発生時期と関係する現象が観測

されうることが示されており、また、４．や５．で示したようにこれらの現象が地震

前に観測された事例もある。南海トラフ沿いにおいても、このような前震やゆっくり

すべり等が観測される時期は、それに引き続いて隣り合う震源断層域で大きな地震が

発生する可能性が高まっていると考えられる。ただし、発生時期や発生する地震の規

模についての精度の高い予測は難しい。 
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８．おわりに 

本調査部会では、南海トラフ沿いの大規模地震の発生の予測可能性について、現時

点における科学的知見を収集・整理した。本報告の主なポイントは、次のとおりであ

る。 

 
［南海トラフで発生する地震の多様性］ 
○ 過去の事例から見て、南海トラフの地震の発生には多様性がある。駿河湾から

四国沖にかけての複数の領域で同時に発生、もしくは時間差をおいて発生するな

どの様々な場合が考えられる。 

 
［地震の規模や発生時期の予測の可能性］ 
○ 地震の規模や発生時期の予測は不確実性を伴い、直前の前駆すべりを捉え地震

の発生を予測するという手法により、地震の発生時期等を確度高く予測すること

は、一般的に困難である。 
○ 南海トラフ域は、日本海溝域と比べると、現状の観測技術で検知し得る前駆す

べりが生じる可能性が相対的に高いと考えられる。その場合でも、前駆すべりに

基づく地震の規模や発生時期に関する確度の高い予測は難しく、検知限界を下回

るすべりからいきなり地震に発展することや、あるいは検知されたとしても地震

が発生しないことはあり得る。 
○ ゆっくりすべりが拡大しているなど、プレート間の固着状態に普段と異なる変

化が観測されている時期には、不確実ではあるが、地震が発生する危険性が普段

より高まっている状態にあるとみなすことが出来る。 
○ この場合においても、南海トラフ沿いのいずれの領域で地震が発生するか、あ

るいは複数の領域で同時に発生するかなど、発生する地震の領域や規模の予測は

困難である。 

 
以上からわかるとおり、現在の科学的知見からは、確度の高い地震の予測は難しい。

ただし、ゆっくりすべり等プレート間の固着の変化を示唆する現象が発生している場

合、ある程度規模が大きければ検知する技術はある。検知された場合には、不確実で

はあるものの地震発生の可能性が相対的に高まっていることは言えるであろう。 
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（参考）我が国の地震防災対策に関する法律と検討組織等 

南海トラフ沿いの大規模な地震については、東海地震と東南海・南海地震のそれぞ

れについて個別に対策を進めてきており、東海、東南海、南海が同時に震源断層域と

なることを想定した対策はこれまで取られていない。 

 
（１）地震防災対策に関する法律 

【図参-1】 

○災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号））：防災組織、防災計画、災害予防、災害

応急対策・災害復旧等、災害全般への対策の基本を定める。 
○地震防災対策特別措置法（平成 7 年法律第 111 号）：避難地等の整備に係る財政上の

特別措置、地震に関する調査研究の推進のための体制の整備等について定める。 
○大規模地震対策特別措置法（昭和 53 年法律第 73 号）：直前の予知の可能性がある大

規模地震対策として、地震予知に資するための観測・測量体制の強化、直前予知を前

提とした警戒避難体制等を定める。現在対象とする地震は東海地震のみ。 
○東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平成 14 年法律第

92 号）：東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進を図ることを目的とし、観測・

測量施設等の整備努力、防災施設の整備に係る財政上及び金融上の配慮等を定める。 
○日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法

（平成 16 年法律第 27 号）：日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策

の推進を図ることを目的とし、観測・測量施設等の整備努力、防災施設の整備に係る

財政上及び金融上の配慮等を定める。 

 
（２）検討組織等 

○中央防災会議：災害対策基本法に基づき設置（事務局：内閣府（防災担当））。防災基

本計画の作成や、防災に関する重要事項の審議等を行っている。 
○地震調査研究推進本部：地震防災対策特別措置法に基づき設置（事務局：文部科学省）。

地震に関する観測、測量、調査及び研究の推進についての総合的かつ基本的な施策の

立案、地震に関する観測、測量、調査又は研究を行う関係行政機関、大学等の調査結

果等の収集、整理及び分析、並びにこれに基づく総合的な評価を行っている。 
○科学技術・学術審議会 測地学分科会：科学技術・学術審議会は、文部科学大臣の諮

問に応じて、科学技術の総合的な振興に関する重要事項や学術の振興に関する重要事

項の調査審議等を行うため、文部科学省に設置。この審議会の下にある測地学分科会

では、地震予知研究の推進方策等について調査審議を行っている。 
○地震予知連絡会（予知連）：政府として地震予知の実用化を促進する旨の閣議了解（昭

和 43 年 5 月）及び測地学審議会建議（昭和 43 年 7 月）を踏まえて、地震予知に関す

る調査・観測・研究結果等の情報の交換とそれらに基づく学術的な検討等を行うこと

を目的に、昭和 44 年 4 月に発足（事務局：国土地理院）。地震に関する観測研究を実

施している関係機関や大学の委員で構成される。 
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○地震防災対策強化地域判定会：気象業務法第 11 条の 2 に定める気象庁長官の任務の

遂行のため、強化地域に係る大規模な地震の発生のおそれに関する判定に必要な助言

を行うとともに、これに必要な調査検討を行っている。 
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(参考)用語集 

南海トラフ沿いの大規模地震の予測可能性に関する報告は、国や地方公共団体の防災担当

者に加えて、地震防災に関係する様々な分野の専門家等にも活用されることが想定される。

一方、本報告書では、本調査部会で収集・整理した科学的知見を記述する上で必要な地震に

関するやや専門的な用語が用いられている。このため、本報告書の内容を一般の方々に分か

り易いものとすることと併せて、様々な分野の専門家にも誤解なく理解されるものとするた

め、用語の説明とともに、本調査部会における定義及び取扱についてここに示す。（報告別

冊中での掲出順） 
 

予知と予測 

 本報告書では、法律で定められた東海地震に係る地震予知情報に関する記述や過去固有名

詞として用いた場合を除き、現状における研究の実態を適切に表すため、地震の「予測」と

いう言葉を用いている。 
なお、日本地震学会理事会［2012］は、2009 年イタリア・ラクイラの地震後に組織され

た市民保護のための国際地震予測委員会の報告書において地震の予測について(1)警報につ

ながる確度の高いもの（deterministic prediction）と(2)確率で表現され日常的に公表可能

なもの（probabilistic forecast）を明確に区別していることを踏まえ、「地震予知」という

言葉については(2)の意味で用いないよう努めるべきであるとの見解を示している。 
 

※ 予知や予測の時間範囲を表す用語 

 地震の「予知」や「予測」は、対象となる地震が発生するまでの時間やその精度によって、

「長期」、「中期」、「短期」、「直前」という時間範囲を表す用語とともに用いられる場合があ

る。これらの用語が表す時間範囲は、用いられる状況により若干異なることがあり、以下に

各用語についていくつかの用例を挙げる。 

 

・長期：「第 3 次地震予知計画の再度一部見直しについて」（昭和 51 年測地学審議会建議）

においては、「やがて発生する地震の前兆現象を数年前から補足する長期的予知」

としている。また、地震調査研究推進本部地震調査委員会による「活断層及び海溝

型地震の長期評価」［地震調査研究推進本部］では、主要活断層帯の長期評価の中

で 30 年以内、50 年以内、100 年以内の地震の発生確率を、海溝型地震の長期評価

の中で 10 年以内、30 年以内、50 年以内の地震の発生確率を公表している。また、

実用的地震予測に関する国際委員会報告［Jordan et al., 2011］では、数年から数

十年を長期と呼ぶこととしている。  

 

・中期：実用的地震予測に関する国際委員会報告では、数か月から数年を中期と呼ぶことと

している。  
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・短期：「第 3 次地震予知計画の再度一部見直しについて」（昭和 51 年測地学審議会建議）

においては、「数か月前からの前兆現象の補足に努めるいわゆる常時監視を主体と

した短期的予知」としている。また、気象庁は、「地震が発生する直前（長くても

数日程度）に行われる予知は、地震の直前予知（あるいは短期予知）と呼ばれます。」

としている［気象庁］。また、実用的地震予測に関する国際委員会報告では、2～3

か月以内を短期と呼ぶこととしている。 

 

・直前：気象庁は、「地震が発生する直前（長くても数日程度）に行われる予知は、地震の

直前予知（あるいは短期予知）と呼ばれます。」としている［気象庁］。また、実用

的地震予測に関する国際委員会報告では、短期のうち１週間程度以内のものを直前

と呼ぶ場合があるとしている。 

 

震源断層域 

 地震時に動いた（もしくは動く）断層の領域。南海トラフの巨大地震モデル検討会［2012a］
の整理と同様に、本報告書においても、強震断層モデル、長周期地震断層モデル、津波断層

モデルを包絡するような領域を震源断層域と表記する。 
 

前駆すべり 

地震の前に生じると考えられている震源核形成過程（※１）により、震源断層域内の一部

が少しずつすべり始める現象。「プレスリップ」または「前兆すべり」とも呼ばれ、例えば

気象庁では東海地震予知情報業務の説明に「前兆すべり」を用いている［内閣府・気象庁, 
2011］。この報告書では「前駆すべり」に統一して表記している。 
 

※１ 震源核形成 

 地震（本報告書では、地震性すべり（本用語集中「ゆっくりすべり」の項も参照）を

伴う断層運動のことをいう）は、地下の断層で破壊を伴ってすべり領域が急速かつ自発

的に進展していく現象である。理論的には、弾性体（※２）中で破壊が自発的に進展す

るには、破壊が進展することによって解放される弾性エネルギーが、破壊が進展する（新

たに破壊面を作る）のに必要なエネルギー（破壊エネルギー）よりも大きくなる必要が

ある。また、破壊が進展することによって解放される弾性エネルギーは、破壊領域の拡

大やすべりの進行に伴って大きくなる。このため地震の発生前には、震源断層域内の一

部で局所的にゆっくりとしたすべりが発生して徐々に進行し、上記条件を満たした段階

で自発的な加速を始めて地震の発生に至ると考えられる。この局所的なゆっくりとした

すべりの発生領域を震源核と呼び、地震に至るまでの過程を震源核形成過程と呼ぶ。こ

の過程は室内実験でも確認されている［Ohnaka et al., 1986; 大中・松浦, 2002］。 
 

※２ 弾性体 

 応力を加えるとひずみが生じ、応力を除去すると元に戻る性質（弾性）を有する物質。
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地下の岩盤も弾性体である。応力を加えることにより弾性体に蓄えられるエネルギーを

弾性エネルギーと呼ぶ。 
 

地震予知情報 

 気象業務法は、気象庁長官は、地震防災対策強化地域に係る大規模な地震が発生するおそ

れがあると認めるときは、直ちに、当該地震に関する情報を内閣総理大臣に報告しなければ

ならないと規定している。また同法は、この報告をした後において、当該地震に関し新たな

事情が生じたと認めるときは、その都度、地震災害警戒本部長（内閣総理大臣）に報告しな

ければならないと規定している。大規模地震対策特別措置法では、これらの情報を地震予知

情報と定義している。 
 

警戒宣言 

 大規模地震対策特別措置法は、内閣総理大臣は、気象庁長官から地震予知情報の報告を受

けた場合に、閣議を経て、警戒宣言を発すると規定している。 
警戒宣言が発せられると、地震災害警戒本部が設置され、また、津波や崖崩れの危険地域

からの住民避難や交通規制の実施、百貨店等の営業中止等の地震防災基本計画等に基づく各

種対策が実施される。 
 

ひずみ 

 物体に力を加えた時に生じる形状変化（変形）のこと。地殻のひずみは、大きさを表す量

（長さ又は面積、体積）について、単位量当たりの変化量の単位量に対する割合として測定

される。例えば、体積ひずみ計は単位体積当たりの体積変化を、単位体積に対する割合とし

て測定するものである。 
 

摩擦構成則 

 物質間の境界（摩擦面）の力学的応答を表現する法則で、主に摩擦面に働く応力と境界面

のすべりによるずれの量もしくはすべり速度の関係を表すものとして記述される。 
 

プレート間の固着 

 陸のプレートの下に海洋プレートが沈み込んでいるプレート境界を例とすると、プレート

間が完全に固着している場合は、両プレートの相対的な位置関係が変わらず、海洋プレート

の沈み込みに伴って陸のプレートも深部へと引きずられ、弾性エネルギーが蓄えられる。逆

にプレート間が全く固着していない場合は、陸のプレートは動かない（プレートを境に両者

が相対的にずれていく）。実際のプレート境界では、地震やゆっくりすべり等のすべり現象

によりプレート間の相対的なずれが生じており、これらの現象よりも長い期間で見れば、プ

レート間の相対的なずれの大きさによって固着の程度を特徴づけることができる。本報告書

では、ある時間範囲で見たときにプレート間の相対的なずれが少ないほど、プレート間の固

着が強いと表現する。 



－35－ 
 

 

ゆっくりすべり 

 プレート境界等の断層面で発生するすべり現象を、ガタガタという地面の揺れをもたらす

ような短周期の地震波を発生させる地震性すべりと、短周期の地震波をあまり発生させない

ゆっくりとした非地震性すべりに分けて考える場合がある。本報告書では、後者のことをゆ

っくりすべりと表記する。また、地震に先駆けて発生する前駆すべり（本用語集中「前駆す

べり」の項参照）や余効すべり（本用語集中「余効変動」の項参照）も非地震性すべりであ

るが、本報告書では「ゆっくりすべり」には含めない。 
 

GNSS 
 GPS（アメリカ）、GLONASS（ロシア）、Galileo（EU）、準天頂衛星（QZSS、日本）等

の測位衛星システムを総称してGNSS(Global Navigation Satellite System / 全世界的衛星

測位システム)と呼ぶ［国土地理院］。 
 

モーメントマグニチュード（Mw） 

 断層のずれの規模を表す指標で、ずれ動いた部分の面積とずれの量の平均、剛性率（弾性

の程度を表す指標の一つで、ずれによって周囲の岩盤に生じるひずみに対する応力変化の割

合を表す係数）の積で表される地震モーメントをもとに計算される。モーメントマグニチュ

ードを用いることで、地震の規模だけでなく、ゆっくりすべり等による断層のずれの規模も

同じ指標で表すことができる。 
 

国際地震学及び地球内部物理学協会（IASPEI） 

“International Association of Seismology and Physics of the Earth's Interior”の和訳及

び 略 称 。 IUGG を 構 成 す る ８ 学 協 会 の 内 の 一 つ 。 (IASPEI ホ ー ム ペ ー ジ : 

http://www.iaspei.org/home.html) 
 

国際測地学・地球物理学連合（IUGG） 

 “The International Union of Geodesy and Geophysics”の和訳及び略称。測地学と地

球物理学に関する非営利の国際的な学術団体であり、日本学術会議が正式に認知した国際組

織である。（IUGG ホームページ: http://www.iugg.org/） 

 
前駆すべりによる地震発生時期等の決定論的な予測 

 地震発生前の前駆すべりの観測に基づき、地震の発生時期、場所、規模を特定して予測す

ることを言う。即ち、この手法は、観測した現象を前駆現象か否かを評価し、地震の発生時

期、場所、規模を特定して、その特定した地震が発生するか否かを二者択一的に宣言するこ

とに相当する。 
 この手法は、地震の発生前には必然的に前駆すべりがあるとの考えによるもので、この意

味から決定論的な予測と呼ばれている。しかし、2009 年イタリア・ラクイラの地震と実用



－36－ 
 

的地震予測に関する国際委員会報告［Jordan et al., 2011］によると、地震の発生時期、場

所、規模を特定できるような確度の高い前駆すべりは見つかっていないため、このような前

駆現象に基づく決定論的な地震の予測は、一般的には困難であり、確率論的な予測が用いら

れるべきとの見解が示されている。 

 
前震・本震・余震 

 ある時空間範囲内の一群の地震のうち、一つだけ特に大きいものがあれば、それを本震と

呼び、本震の前に起こったものを前震、後に起こったものを余震と呼ぶ。ただし、厳密でか

つ一般性のある定義を示すことは難しいとされている［宇津, 2001］。 
 

VAN 法 

ギリシャの研究者（P. Varotsos、K. Alexopoulos、K. Nomikos）により電磁気学的な前

兆現象の観測に基づく短期的予測手法が提案されており、提案者の名前の頭文字を取って

VAN 法と呼ばれている。この手法を支持する観測事例もあるが［Orihara et al., 2012］、否

定的な主張もなされている［Jordan et al., 2011］。 
 

電離層全電子数（TEC: Total Electron Content) 
 電離層と呼ばれる超高層大気では、太陽放射によって大気分子・原子の一部が電離してい

る。電離層全電子数（TEC)は、視線方向の電子数を積分した全電子数で、単位には TECU 
(TEC unit、1 TECU は視線に沿った底面積 1 m2の円柱に 1016 個の電子が含まれることを

意味する)が用いられる。 
電離層の電子が電波の伝搬を遅延（電離層遅延）させるという性質を利用して、GPS 衛

星から発信される 2 種類の電波を測定し、その遅延量を解析することにより TEC を算出す

ることができる［日置・他, 2010］。 
 

応力 

物体の内部に生じる力の大きさや作用方向を表現するために用いられる物理量。断層面等

の岩盤中の面を考えた時、その面に働く単位面積あたりの力を指す。 
 

震源物理 

震源断層域で生じる岩盤の破壊やすべり等の現象を、地下の岩盤や流体がどのような性質

を持っているか、またそれらに働く力がどのように作用するかを考察の対象として理解する

こと。 
 

陸地測量部 

 明治 21 年 5 月に陸地測量部条例の公布とともに、日本陸軍参謀本部長直属の独立官庁と

して設置され、国内外の陸地測量や地図の製造修正等に当たった機関。参謀本部の解体に伴

い業務は内務省地理調査所に移管され、その後国土地理院となって現在に至る［国土地理
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院,1970］。 

 
余効変動 

 地震の後に観測される地殻変動。主に発生した地震の震源断層域やその周囲のゆっくりと

したすべり（余効すべり）に起因すると考えられる。 

 

小繰り返し地震 

 プレート境界では、波形が良く似た小地震が繰り返し発生することが知られており、小繰

り返し地震（または相似地震）と呼ばれる。これらの地震は、プレート境界面上のほぼ同じ

場所で繰り返し発生するすべりにより生ずるものと考えられ、これを解析することで、その

場所でのプレート境界のすべりの進行について情報が得られると考えられている［Igarashi 
et al., 2003］。 
 

地球潮汐 

地球の固体部分は、月や太陽等の天体から受ける引力が地球の表面や内部で場所によって

異なることにより変形する。このため、地球の自転や月の公転等による天体との位置関係の

変化を受けて、潮の満ち引きと同じように、地球の固体部分も周期的に変形（伸び、縮み）

している。この周期的な変動を地球潮汐と呼ぶ。 

 
ｂ値 

規模の小さい地震は大きいものよりも発生数が多いという地震の規模別頻度の性質を表

すグーテンベルク・リヒター則※のパラメータ。ｂ値は 1 程度の値を取ることが多く、ｂ＝

1 の時、グーテンベルク・リヒター則は、マグニチュードが 1 大きくなると地震の発生数が

10 分の 1 となることを表す。また、ｂ値が小さいほど地震の総数に占める大きな地震の割

合が大きい［宇津, 2001］。 
 

※ グーテンベルク・リヒター則 

 マグニチュードＭ以上の地震の発生数 N(Ｍ)は、ａ、ｂをパラメータとして、以下の

式で表される。 

log NሺMሻ ൌ a െ bM 
この関係は、様々な地震活動についてほぼ成り立つことが経験的に知られている。 

 

海溝軸 

 海溝は、大陸縁や島弧に沿った、比較的急な斜面に囲まれる細長い深海底の凹地であり、

海洋プレートの沈み込み口である。海溝のいちばん深いところを海溝軸と呼ぶ［瀬野, 1995］。 
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南海トラフ沿いの大規模地震の予測可能性に関する調査部会について 

 

１．趣旨 

 南海トラフ巨大地震対策検討ワーキングループにおいて、地震・津波に関す

る具体的な防災対策を検討するにあたり、大規模地震対策特別措置法、東南

海・南海地震にかかる地震防災対策の推進に関する特別措置法等の法的枠組み

についても検討が行われることとなり、想定する巨大地震の発生時期が予測で

きるか否が重要な論点となる。 

 

 想定東海地震については、観測体制が整備され、数時間～数日前の直前予知

の可能性がある我が国で唯一の地震とされている。仮に、現行の観測体制と知

見に基づき想定東海地震の前兆すべりが検出された場合に、それによって発生

する地震は、想定東海地震にとどまるのか、南海トラフ巨大地震につながるも

のとするのかによって、直前予知がなされた際の地震防災応急対策をとるべき

対象地域が変わることになる。そのため、調査部会において、科学的知見を整

理した上で、想定東海地震の前兆すべりが検出された場合に想定東海地震と連

動して地震が発生する範囲の考え方について一定の結論を出す必要がある。 

 

 一方、地震予知は一般的に困難との認識にあり、南海トラフにおける巨大地

震についても同様ではないか等、様々な議論があることから、南海トラフの巨

大地震の発生時期の予測可能性について、現時点における科学的知見を収集、

整理することが重要である。 

 

 以上により、南海トラフの巨大地震の発生時期の予測可能性に関する科学的

知見の収集・整理を行うことを目的として、調査部会を設置する。 

 本調査部会の検討結果は、南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ

に報告する。 

 

２．主な調査内容 

 地震発生予測に関する資料の収集・整理 

  ○東北地方太平洋沖地震による知見 

  ○地震発生予測に関する現状確認 

  ○東海地震予知に係る前兆すべり検出の考え方 

  ○各委員からの報告 

    等を整理する。 

  



－46－ 
 

南海トラフ沿いの大規模地震の予測可能性に関する調査部会 

委員 

 

座長 山岡
やまおか

 耕春
こうしゅん

 名古屋大学大学院環境学研究科・教授 

副座長 橋本
はしもと

 学
まなぶ

 京都大学防災研究所・教授 

 井出
い で

 哲
さとし

 東京大学大学院理学系研究科・准教授 

 長尾
な が お

 年
とし

恭
やす

 東海大学海洋研究所地震予知研究センター長・教授 

 堀
ほり

 高峰
た か ね

 
独立行政法人海洋研究開発機構地震津波・防災研究 

プロジェクトサブリーダー 

 松澤
まつざわ

 暢
とおる

 東北大学大学院理学研究科・教授 
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開催経緯 
 

○第１回 平成 24 年 7 月 18 日（水） 

 

○第２回 平成 24 年 8 月 6 日（月） 

 

○第３回 平成 24 年 9 月 13 日（木） 

 

○第４回 平成 24 年 9 月 24 日（月） 

 

○第５回 平成 24 年 10 月 26 日（金） 

 

○第６回 平成 24 年 11 月 8 日（木） 

 

○第７回 平成 24 年 11 月 29 日（木） 

 

○第８回 平成 25 年 1 月 18 日（金） 

 


